大阪府条例第　　　号

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例
　職員の退職手当に関する条例（昭和四十年大阪府条例第四号）の一部を次のように改正する。

　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に傍線で示すように改正する。

	改正後
	改正前

	
	

	（退職手当の調整額）
第六条の四　（略）
一　第一号区分　七万八千七百五十円
二　第二号区分　七万四百円
三　第三号区分　六万五千円
四　第四号区分　五万九千五百五十円
五　第五号区分　五万四千百五十円
六　第六号区分　四万三千三百五十円
七　第七号区分　三万二千五百円
八　第八号区分　二万七千百円
九　第九号区分　二万千七百円
十　（略）
２・３　（略）
４　（略）
一　退職した者のうち自己都合退職者（第三条第二項に規定する傷病又は死亡によらずにその者の都合により退職した者をいう。以下この項において同じ。）以外のものでその勤続期間が一年以上四年以下のもの　
第一項の規定により計算した額の二分の一に相当する額

二　（略）
三　自己都合退職者でその勤続期間が十年以上二十四年以下のもの　第一項の規定により計算した額の二分の一に相当する額

四　（略）
５　（略）
　　　附　則
43　昭和六十二年三月三十一日に旧日本国有鉄道の職員として在職していた者が、引き続いて日本国有鉄道改革法第十一条第二項に規定する承継法人であつて同条第一項の規定により運輸大臣が指定する法人以外のもの又は日本国有鉄道精算事業団の債務等の処理に関する法律（平成十年法律第百三十六号）附則第二条の規定による解散前の日本国有鉄道清算事業団（以下「承継法人等」という。）の職員となり、かつ、引き続き承継法人等の職員として在職した後引き続いて職員となつた場合におけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の同日までの旧日本国有鉄道の職員としての在職期間及び昭和六十二年四月一日以後の承継法人等の職員としての在職期間を職員としての引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が承継法人等を退職したことにより退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けているときは、この限りでない。
（国立大学法人等の職員となつた者の特例）
51　旧機関（国立学校設置法の一部を改正する法律（平成十五年法律第二十九号）による改正前の国立学校設置法（昭和二十四年法律第百五十号）第三条第一項に規定する東京商船大学、東京水産大学、福井大学、福井医科大学、神戸商船大学、島根大学、島根医科大学、香川大学、香川医科大学、高知大学、高知医科大学、九州芸術工科大学、佐賀大学、佐賀医科大学、大分大学、大分医科大学、宮崎大学及び宮崎医科大学並びに同法第三条の五第二項に規定する北海道大学医療技術短期大学部、東北大学医療技術短期大学部、京都大学医療技術短期大学部及び熊本大学医療技術短期大学部を含む。）の職員が引き続いて職員となり、かつ、引き続き職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となつた場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第三十五条において準用する独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第五十条の十第二項の退職手当の支給の基準をいう。）により、当該国立大学法人等の職員としての勤続期間に通算されることに定められているときは、この条例の規定による退職手当は、支給しない。
（機構の職員となつた者の特例）
53　旧国立高等専門学校の職員が引き続いて職員となり、かつ、引き続き職員として在職した後引き続いて機構の職員となつた場合において、その者の職員としての勤続期間が、機構の退職手当の支給の基準（独立行政法人通則法第五十条の十第二項の退職手当の支給の基準をいう。）により、機構の職員としての勤続期間に通算されることに定められているときは、この条例の規定による退職手当は、支給しない。
	（退職手当の調整額）
第六条の四　（略）
一　第一号区分　六万二千五百円
二　第二号区分　五万四千百五十円
三　第三号区分　五万円
四　第四号区分　四万五千八百五十円

五　第五号区分　四万千七百円
六　第六号区分　三万三千三百五十円
七　第七号区分　二万五千円
八　第八号区分　二万八百五十円
九　第九号区分　一万六千七百円
十　（略）
２・３　（略）
４　（略）
一　退職した者のうち自己都合退職者（第三条第二項に規定する傷病又は死亡によらずにその者の都合により退職した者をいう。以下この項において同じ。）以外のものでその勤続期間が五年以上二十四年以下のもの　第一項第一号から第八号まで又は第十号に掲げる職員の区分にあつては当該各号に定める額、同項第九号に掲げる職員の区分にあつては零として、同項の規定を適用して計算した額

二　退職した者のうち自己都合退職者以外のものでその勤続期間が一年以上四年以下のもの　前号の規定により計算した額の二分の一に相当する額
三　（略）
四　自己都合退職者でその勤続期間が十年以上二十四年以下のもの　第一号の規定により計算した額の二分の一に相当する額

五　（略）
５　（略）
　　　附　則

43　昭和六十二年三月三十一日に旧日本国有鉄道の職員として在職していた者が、引き続いて日本国有鉄道改革法第十一条第二項に規定する承継法人であつて同条第一項の規定により運輸大臣が指定する法人以外のもの又は日本国有鉄道精算事業団の債務等の処理に関する法律（平成十年法律第百三十六号）附則第二条第一項の規定による解散前の日本国有鉄道清算事業団（以下「承継法人等」という。）の職員となり、かつ、引き続き承継法人等の職員として在職した後引き続いて職員となつた場合におけるその者の退職手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の同日までの旧日本国有鉄道の職員としての在職期間及び昭和六十二年四月一日以後の承継法人等の職員としての在職期間を職員としての引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が承継法人等を退職したことにより退職手当（これに相当する給付を含む。）の支給を受けているときは、この限りでない。
（国立大学法人等の職員となつた者の特例）
51　旧機関（国立学校設置法の一部を改正する法律（平成十五年法律第二十九号）による改正前の国立学校設置法（昭和二十四年法律第百五十号）第三条第一項に規定する東京商船大学、東京水産大学、福井大学、福井医科大学、神戸商船大学、島根大学、島根医科大学、香川大学、香川医科大学、高知大学、高知医科大学、九州芸術工科大学、佐賀大学、佐賀医科大学、大分大学、大分医科大学、宮崎大学及び宮崎医科大学並びに同法第三条の五第二項に規定する北海道大学医療技術短期大学部、東北大学医療技術短期大学部、京都大学医療技術短期大学部及び熊本大学医療技術短期大学部を含む。）の職員が引き続いて職員となり、かつ、引き続き職員として在職した後引き続いて国立大学法人等の職員となつた場合において、その者の職員としての勤続期間が、当該国立大学法人等の退職手当の支給の基準（国立大学法人法第三十五条において準用する独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第六十三条第二項の退職手当の支給の基準をいう。）により、当該国立大学法人等の職員としての勤続期間に通算されることに定められているときは、この条例の規定による退職手当は、支給しない。
（機構の職員となつた者の特例）
53　旧国立高等専門学校の職員が引き続いて職員となり、かつ、引き続き職員として在職した後引き続いて機構の職員となつた場合において、その者の職員としての勤続期間が、機構の退職手当の支給の基準（独立行政法人通則法第六十三条第二項の退職手当の支給の基準をいう。）により、機構の職員としての勤続期間に通算されることに定められているときは、この条例の規定による退職手当は、支給しない。

	
	


附　則
　この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。
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